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セクター間の相関が低下、市場のばらつき拡大が鮮明に

出所：ブルームバーグのデータを基にアムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが作成（2026年7月24日現在）。データは、MSCI米国5セク
ター（情報技術、⾦融、資本財、一般消費財、ヘルスケア）について、直近30営業日の日次騰落率から算出した各セクター‧ペア間の平均相関係数。数値
が1に近いほど各セクターが同様の動きをしていることを示し、数値が0に近いほど異なる動きをしていることを⽰す。

2026年8月

7月は中東の緊張が再燃しました。市場では、停戦状態に戻れるのか疑問視す

る動きが広がり、ブレント原油価格は再び1バレル＝100米ドル付近まで上昇し

ました。原油価格はそれまで、迂回ルートの確保や供給リスクの⾒直しを背景

に、戦闘前の⽔準まで下落していました。

一方で、株式市場では水面下で循環物色の動きが強まり、相場の様相が変わり

つつあります。ディフェンシブ、⾦融、資本財銘柄への物色が広がるなか、取

引が集中していた銘柄群から資⾦を引き揚げる動きが加速しています。セク

ター固有の材料が影響⼒を増すなか、セクターの間でパフォーマンスの差が拡

大しており、その状況はセクター間の相関の低さにも表れています。債券市場

では、財政状況への懸念から⻑期債に売り圧⼒がかかり、利回りが⾼い⽔準に

上昇しました。

今回も堅調な決算シーズンになるとの期待が引き続き投資家⼼理を⽀えている

ものの、失望を許容する余地はほとんどありません。そのため、決算や業績予

想が期待に届かなければ、循環物色が加速する可能性があります。流動性は今

のところ相場を下支えしていますが、夏場には低下する可能性があります。一

部の情報技術（IT）銘柄におけるレバレッジや取引の集中も相場の振れ幅を大

きくする要因になり得ます。

以下に、原油価格、インフレ、中央銀⾏の対応、市場に関する当社の⾒通しを

示します。

 迂回ルートの確保が足元の緊張に対する原油価格の反応のカギです。最近の

価格変動は不確実性の⾼まりを反映したものであり、投資家がさらなる混乱

のリスクを⾒極めようとするなか、荒い値動きが続いています。加えて、液

化天然ガス（LNG）の安定供給が引き続き最大の課題となっています。LNG

は迂回ルートの確保が難しい上に、カタールの⽣産分を容易に代替できず、

アジアと欧州の需要でガス市場の供給不⾜が続いているためです。

資⾦集中、フロー主導の市場で
循環物色に備える
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 足元の米国とユーロ圏のインフレ指標は、以前よりも落ち着いた内容

となっています。しかし、最近の中東情勢の緊張や原油価格の動きを

踏まえると、インフレの鈍化はあまりスムーズには進まず、指標にあ

る程度の振れが⽣じる可能性もあります。中央銀⾏は当⾯、慎重姿勢

を維持する⾒通しです。インフレ対応で利上げを⾏うとしても⼀時的

な措置にとどまり、来年、中東情勢の緊張が緩和すれば政策を巻き戻

すものと考えられます。中期的には、インフレ論点は景気循環ではな

く、構造的要因にあります。重要なのは、設備投資の拡大に伴う供給

制約、戦略的⾃律性の強化、人工知能（AI）を巡る覇権争い、高水準

の債務、気候変動の影響といった要因が重なるなか、インフレ率が最

終的にどの水準で下げ止まるかです。

 景気は投資主導で小幅に改善するとみられるものの、国や経済分野に

よって強弱が分かれる⾒通しです。欧州では、ドイツの改革パッケー

ジが構造的な柱であり、短期的には信頼感の改善を通じて国内総生産

（GDP）の伸びを小幅に押し上げるとみられますが、より⻑い⽬で⾒

れば、さらに⼤きな押し上げ効果が⾒込まれます。

 株式市場では循環物色の動きが鮮明になっています。最近の半導体関

連の株安は、物色の裾野が拡大していることの表れです。AI投資の初

期に主に恩恵を受けていたチップ関連からは資⾦が流出し、市場は新

たな投資機会を求めて、インフラ、電⼒設備、アプリケーションなど、

AIバリューチェーンの他の領域に物⾊の⽭先を向けています。チップ

関連は年初来で⼤幅に上昇してきただけに、利益確定売りが出ている

様子であり、AI関連投資の勝者と敗者が鮮明になるなか、銘柄選別の

重要性が一段と高まっています。

このような状況下、当社では全体的にややリスクオンの姿勢を維持してい

ます。それでも、今はリスクを積み増すべきではないと考えています。⾦

利が⾼⽔準に近づきつつあること、決算内容への失望を許容する余地が乏

しいこと、夏場の流動性低下で相場の振れ幅が拡⼤しやすい状況にあるこ

とがその理由です。

“全体的にややリスク

オンの姿勢を維持し

ていますが、それで

も今はリスクを積み

増すべきではないと

考えています。⾦利

は高水準に近づきつ

つあり、決算期待に

は失望を許容する余

地がなく、夏場の流

動性低下で市場の振

れ幅が拡大する可能

性があります。”

モニカ‧ディフェンド
アムンディ‧インベストメント‧インスティテュート‧ヘッド

フォワードガイダンス：⽶連邦準備制度理事会（FRB）は2018年以降、フォワードガイダンスから

の脱却を段階的に進めつつ、よりデータを重視する姿勢を強めています。しかし、主要中銀による

フォワードガイダンスの縮小が進めば、短期⾦利の先⾏き不透明感が強まり、イールドカーブの短

期ゾーンのボラティリティが一段と増す可能性があります。

イールドカーブの動き：今後は、景気動向よりも、⾦融政策の⾒通し、タームプレミアム、財政脆

弱性がイールドカーブの動きを左右するとみています。多額の債務や財政赤字を抱える各国政府は、

戦略的な政策課題に取り組むための財源を確保する必要があるため、国債を増発する⾒通しであり、

市場はその増発分を吸収する必要があります。投資家の関心が自国の債券に向かうようになれば、

債券市場の資⾦フローが⼤きく変わり、この質の⾼い利回りを巡る競争において勝者と敗者が分か

れる可能性があります。

アムンディ‧インベストメント‧インスティテュート：シントラ会議後の主要中銀の枠組み

“⾦融政策の先⾏き不透明感は、⽶ドルだけでなく、株式市場全体の⾏く末を左右する重要な要

因です。当社の基本シナリオではFRBの利上げを想定していませんが、そのような事態になれば、

株式と⽶ドルの両市場で価格⽔準が⼤幅に⾒直される可能性があります。”
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“穏やかな市場の水面

下では、循環物色が

進んでいます。投資

家は企業の構造的な

強さや価格決定⼒、

ショックの吸収⼒を

手掛かりに、株式市

場における物色の広

がりを⾒据えたポジ

ションを構築するこ

とが推奨されます。”

全体的なリスクセンチメント

前月からの変化

 マルチアセット：米国株式から欧州株式へのシフトを進めて集中リスクをさらに抑えつつ、S&P500均等

ウェイト指数を引き続き選好している。為替では、米ドルに比べてキャリーが高い新興国通貨のポジショ

ンを拡大した。

 債券：⽶国ではデュレーションに対してやや慎重な⾒⽅を維持するほか、⻑期ゾーンの実質⾦利が魅⼒的

な水準になっていることを踏まえ、それを取り込むポジションを追加した。ユーロ圏では、景気が低迷し、

国債の増発が続くなかで⻑期⾦利の上昇圧⼒が強まるなか、スティープ化を⾒込むポジションを積み増し

た。英国では、デュレーションを短期化した。

 株式：欧州では効率性や競争⼒、戦略的⾃律性の強化を図る改⾰が⻑期的な投資機会を創出するとみられ

ることから、欧州株式に対する⾒⽅を徐々に強めている。

ややリスクオンの姿勢を維持しつつ、集中リスクをさらに抑え、分散

投資と銘柄選別を重視しています。

全体的なリスクセンチメントは、様々な投資プラットフォームが表明するリスク資産（クレジット、株式、コモディ

ティ）に対する定性的⾒解であり、グローバル投資委員会（GIC）で共有されたものです。当社のスタンスは、市場

や経済的背景の変化を反映して調整されることがあります。

このような環境では、ファンダメンタルズを重視して投資先を選別しなが

ら、地域やセクターをまたいだ分散投資を⾏うことが、強靭なポートフォ

リオを構築する上で何よりも重要です。以下に、各資産クラスにおける当

社の⾒通しを⽰します。

 債券については、⽶国のデュレーションに対して中⽴から慎重な⾒⽅

を維持しつつ、イールドカーブの中期ゾーンを選好しています。当社

では、イールドカーブのスティープ化が進むと引き続きみており、ま

た、⻑期ゾーンの実質⾦利が魅⼒的な⽔準になっていることを踏まえ、

それを取り込むポジションを追加しました。欧州では、スティープ化

を⾒込むポジションを拡⼤したほか、欧州主要国よりも周辺国を選好

する方針を継続しています。英国では、ポジションを縮⼩して利益を

確定しましたが、今後もスティープ化が進むとみています。質の高い

クレジットは依然として利回りが魅⼒的ですが、当社では引き続き新

興国債券にポジティブな⾒⽅をしています。

 株式については、混乱に左右されにくい強固なビジネスモデルに加え、

財務体質の強さを重視しています。米国株式はバリュエーションが割

高で集中リスクが大きいことから、ポジションを戦略的に縮⼩しまし

た。欧州株式と⽇本株式にはポジティブな⾒⽅をしており、また新興

国株式にも、技術面の強みや先進国市場よりも魅⼒的なバリュエー

ションを背景に投資妙味があるとみています。

 マルチアセットについては、ややリスクオンの姿勢を維持する一方で、

相場の方向を決め打ちするのではなく、むしろキャリーの獲得、銘柄

選別、地域をまたいだ分散投資に重点を置いています。そのため、

S&P500指数に対するポジティブな⾒⽅を戦術的に引き下げましたが、

S&P500均等ウェイト指数に対するポジティブな⾒⽅は維持しています。

こうした循環物⾊の動きは欧州にとって好材料であり、ドイツの構造

改革やインフラ投資計画が欧州経済を下支えするとみられます。為替

では、キャリーが⾼い新興国通貨へと資⾦をシフトする⽅針を継続し

ています。

リスクオフ リスクオン
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⽶国の実質⾦利が継続的に上昇

出所：ブルームバーグのデータを基にアムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが作成。直近のデータは2026年7月24日時点のもの。

マクロ経済を取り巻く環境は強弱入り混じる状況が続いています。各国中央銀

⾏が慎重姿勢を維持する⼀⽅で、インフレ懸念や⾦融政策観測は引き続き原油

価格の動向に左右されています。米国では、堅調な経済指標や⽶連邦準備制度

理事会（FRB）のタカ派寄りの姿勢を受けて、⾦利に上昇圧⼒がかかっていま

す。そのため、当社ではデュレーションに対して慎重な⾒⽅をしていますが、

イールドカーブの中期ゾーンや実質⾦利など特定の分野では魅⼒的な投資機会

が生じています。

債 券 市 場 執筆者

デュレーション / イールドカーブ クレジット 新興国債券 / 為替

 米国では、デュレーションに対し

てやや慎重な⾒⽅をしている。年

限別では5年物を選好し、イール

ドカーブがスティープ化するとみ

ている。⻑期の実質⾦利について

は、魅⼒的な⽔準にあることから

ポジションを積み増した。ユーロ

圏では、スティープ化を⾒込んだ

ポジションを強化するとともに、

引き続き欧州主要国よりも周辺国

を選好している。

 英国では、最近の⼒強いパフォー

マンスを受けてポジションを縮小

するとともに、スティープ化を⾒

込んだポジションを継続している。

 日本債券については、日銀が依然

としてビハインド‧ザ‧カーブ

（政策が後手に回る）に陥ってい

ることから、慎重な⾒⽅を継続し

ている。引き続きイールドカーブ

がフラット化するとみている。

 クレジット全般に対してはポジ

ティブな⾒⽅を維持している。新

規供給は市場で十分に消化されて

いるほか、質の⾼い銘柄で利回り

を求める投資需要に支えられ、ス

プレッドが拡大しにくくなってい

る。ファンダメンタルズは依然と

して強固だが、セクター間の差が

拡大しているため、セクター‧発

⾏体の選別が重要になる。

 米国の投資適格債市場は持ちこた

えているが、米国よりもEUを選好

している。セクター別では、⾮⾦

融よりも⾦融（収益性が高く、資

本基盤が厚い）を選好している。

 引き続きハイイールド債よりも劣

後債を選好するとともに、短期債

に注目している。

 新興国債券全体にポジティブな⾒

方を維持する一方で、投資先の選

別を重視している。この資産クラ

スは、魅⼒的なキャリー、国内経

済の堅調なファンダメンタルズ、

安定したスプレッドが追い風と

なっている。地域別では、中南米

を有望視しており、特にブラジル

などの資源輸出国を選好している。

 新興国のハードカレンシー建債券、

ソブリン債、社債に対してはポジ

ティブな⾒⽅をしつつ、戦略的な

テーマ（グリーン移⾏、テクノロ

ジー）に注目している。

 現地通貨建債券については、引き

続き国ごとの状況を⾒極めた上で

投資先を選別していく方針として

いる。

ユーロ圏では、欧州中央銀⾏（ECB）が政策⾦利の最終到達点（ターミナルレート）を微調整しているようで

す。今後、ECBが追加利上げを⾏ったとしても、引き締め政策への転換ではなく、⾦融政策の調整を意図した

ものだと思われます。ECBの買い⼊れ分を差し引いた国債の純発⾏額が増え続けるなか、⻑期⾦利には引き続

き上昇圧⼒がかかるとみられます。そのため、イールドカーブはこれまでフラット化していただけに、ス

ティープ化が進⾏するとの⾒⽅が⼀段と強まっています。英国ではポジションを小幅に縮小しましたが、軟調

な景気動向や財政の先⾏き不透明感を背景に今後もスティープ化が進むとみています。

アモリ‧ドルセー
債券部門ヘッド

⻑期⾦利が魅⼒的な⽔準に到達

米国10年物国債のインフレ調整後利回り
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水面下で高まるボラティリティ

出所：ブルームバーグのデータを基にアムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが作成（2026年7月24日現在）。水色の線はVIXEQ指数と
VIX指数の差の推移を示す。VIXEQはS&P500指数の各構成銘柄の30⽇先の予想変動率を時価総額に応じて加重平均した指数。VIXはS&P500指数の30日
先の予想変動率を⽰す指数。

構造的な強さと銘柄選別に注目

株 式 市 場 執筆者

欧州では効率性、競争⼒、戦略的⾃律性の強化を図る改⾰が⻑期的な投資機会を⽣み出すとみられることから、

欧州株式に対する⻑期的な⾒⽅はこれまで通りです。日本株式については、強固なファンダメンタルズ、成⻑

促進策、バリュエーションを背景にポジティブな⾒⽅をしています。新興国市場にもまた、技術面での強みや

バリュエーションの割安感を背景に投資魅⼒があるとみています。

先進国株式 新興国株式

先進国の株式市場は全般的に割高であり、低

ベータでAIブームに左右されにくい銘柄に注目

している。ヘルスケアと生活必需品セクターを

選好しているが、AIやデータセンター、エネル

ギー移⾏に伴う電⼒需要の⾼まりにより、公益

事業、建設、資本財セクターに投資機会が生じ

つつある。⾦融セクターにもポジティブな⾒⽅

を維持しているが、足元の市場の動きを受けて、

銘柄選別が何よりも重要になっている。

欧州のIT銘柄に引き続きポジティブな⾒⽅をし

ているが、半導体関連の銘柄については利益を

確定した。

日本では、資本財セクターに加え、サプライ

チェーンの強靭化、AI、インフラ投資の恩恵を

受けやすい中小型株を選好している。全体的に、

バリュエーションは魅⼒的な⽔準にある。

地政学的‧経済的リスクが意識されるなか、新

興国株式は分散投資先としての需要だけでなく、

バリュエーション⾯の魅⼒や技術面での強みも

⽀援材料となっている。

アジア諸国の株式については、ややポジティブ

な⾒⽅を維持しつつ、IT‧半導体セクターの銘

柄を選別している。AIブームに伴うメモリーや

チップの需要が引き続き企業業績を押し上げる

とみられるが、供給が増え、価格が落ち着くに

したがい、上振れ余地は縮小していく可能性が

ある。

中国株式については、企業業績の先⾏きが不透

明なことから、引き続き中⽴の⾒⽅をしており、

技術⾯で世界的な競争⼒を有する資本財銘柄を

選別して投資している。

中南米諸国の株式については、引き続きポジ

ティブな⾒⽅をしており、10月のブラジル総選

挙の⾏⽅が焦点となっている。

バリー‧グラヴィン
株式プラットフォーム‧

ヘッド

ここ数週間、株式市場全体の値動きは小幅にとどまる一方で、個別銘柄の値

動きは、投資家の視線が厳しさを増すなかで荒くなっています。人工知能

（AI）関連投資、収益性、バリュエーション、サプライチェーンリスクを巡る

懸念が引き続き焦点となっており、銘柄選別と企業の構造的な強さを重視す

る必要性が高まっています。こうした状況を受けて、米国株式については集

中リスクとバリュエーションリスクがくすぶっていることから、ポジション

を戦略的に縮⼩しました。

26年1月 26年2月 26年3月 26年4月 26年5月 26年6月 26年7月

S&P500指数に対する個別株のボラティリティ‧プレミアム
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ややリスクオン、ただし慎重姿勢は維持

マ ル チ ア セ ッ ト 執筆者

アムンディによるマルチアセットの投資⾒解 *

出所：アムンディ（2026年7月16日現在）。

「前月比の変化」は前月からのデータを含ん

でいます。本表は、マルチアセット‧プラッ

トフォームにおける主要な投資方針（ヘッジ

含む）を表したものです。*投資⾒解は標準

組⼊⽐率（ベンチマーク：株式45％、債券

45％、コモディティ5％、キャッシュ5％）

を基準とした相対評価で示されており、イ

コール（=）は中⽴を表します。実施にあ

たってはデリバティブを用いることがあるた

め、プラス（+）とマイナス（-）の合計が釣

り合わない場合があります。本表は特定の一

時点における評価であり、随時変更される可

能性があります。本情報は将来の成果の予測

を意図したものではなく、特定のファンドま

たは証券に関する調査、投資助言、あるいは

推奨として読者が依拠すべきものではありま

せん。本情報は例⽰を⽬的としたものであり、

アムンディの商品の現在、過去、または未来

における実際の資産配分またはポートフォリ

オを表すものではありません。

前月比で引き下げ

前月比で引き上げ前月比の

変化

ジョン‧

オトゥール
CIOソリューション部門

グローバルヘッド

フランセスコ‧

サンドリーニ
アムンディ‧イタリアCIO

マルチアセット戦略

グローバルヘッド

全体的なマクロ環境は依然として良好であるものの、インフレが根強いなかで

中央銀⾏は慎重姿勢を続けており、景気動向の地域差も拡大し続けています。

このような状況下、当社ではややリスクオンの姿勢を維持しつつ、相場の方向

を決め打ちするのは控え、キャリーの獲得、銘柄選別、分散投資に重点を置い

ています。

株式に対しては引き続きポジティブな⾒⽅をしています。ただし、米国株式市

場ではごく⼀部の銘柄に資⾦が集中しているため、パフォーマンスが他地域の

市場に劣後する可能性があります。そのため、当社ではS&P500指数に対する

ポジティブな⾒⽅を戦術的に引き下げましたが、S&P500均等ウェイト指数に

対するポジティブな⾒⽅は維持し、幅広い銘柄の利益成⻑を取り込むことを⽬

指しています。

クロスアセット‧アロケー

ション評価（ヘッジ調整後）

キャッシュ

デュレーション

クレジット

投資適格債

ハイイールド債

新興国債券

株式

米国

先進国（除く米国）

新興国

⾦（ゴールド）

原油

こうした循環物⾊の動きは欧州株式にとって好材料であり、ドイツの構造改革やインフラ投資計画が欧州経済の

追い風になるとみられます。また、需給⾯を⾒ると、投資家による欧州株式の保有⽐率は低いことがうかがえま

す。当社では、年後半に欧州の景気が持ち直す可能性があり、銀⾏など景気動向に敏感なシクリカルセクターに

投資妙味があるとみています。

債券市場では、⽶国と欧州のデュレーションに引き続きポジティブな⾒⽅をしています。一方で、日本ではイン

フレ率の上昇や⽇銀の利上げ、タームプレミアムの拡⼤で⻑期⾦利が上昇しやすい状況が続いているため、日本

債券には引き続き慎重な⾒⽅をしています。米国では、雇用関連指標が軟化し、コアインフレ率が抑制されてい

ることから、⽶連邦準備制度理事会（FRB）が市場の想定よりも⻑く⾦利を据え置くことも考えられるため、5

年物国債に引き続きポジティブな⾒⽅をしています。欧州では、市場が欧州中央銀⾏（ECB）の追加利上げを限

定的にしか織り込んでおらず、景気動向も引き続き軟調であることから、ドイツの⻑期国債と2年物国債に引き

続きポジティブな⾒⽅をしています。イタリア国債は、キャリーの観点から引き続き投資妙味があるとみていま

す。最後に、当社では欧州連合（EU）の投資適格債にポジティブな⾒⽅を維持しています。バリュエーション

⾯の魅⼒に加え、利回りを求める投資需要や季節要因が追い⾵になっていることが要因です。新興国債券にもポ

ジティブな⾒⽅を維持しています。

為替市場では、⽶ドルに⽐べてキャリーが⾼い新興国通貨へと資⾦をシフトする⽅針を維持し、ユーロ∕⽶ドル

のポジションを縮小しています。具体的には、ブラジルレアルとトルコリラを選好しています。ファンダメンタ

ルズの改善や魅⼒的なキャリーに加え、両国の中央銀⾏が利下げを急がないとみられることも、これらの通貨を

支える要因です。
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資産クラス別⾒通し

株式⾒通し

債券⾒通し

前月比の変化

前月比の変化

前月比の変化

EMEA＝欧州‧中東‧アフリカ、HC＝ハードカレンシー建債券、LC＝現地通貨建債券

前月比の変化

前月比の変化

新興国株式

新興国

アジア新興国

中南米

EMEA新興国

新興国（除く中国）

中国

インド

先進国株式

米国

米国均等ウェイト

欧州

欧州中小型

日本

デュレーション

米国

EU

英国

日本

全体

クレジット

米国投資適格債

米国ハイイールド債

EU投資適格債

EUハイイールド債

全体

新興国債券

新興国ソブリンHC

新興国社債HC

新興国LC

中国国債

インド国債

全体
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前月比で引き下げ

前月比で引き上げ

グローバル為替⾒通し

当資料は、アムンディ‧アセットマネジメント、アムンディ‧インベストメント‧インスティテュートが一般‧参考情報の提
供を⽬的として作成した資料を、アムンディ‧ジャパン（以下、弊社）が一部翻訳したものです。当資料は、当資料に含まれ
るいかなる⾦融商品の販売や媒介を意図、または購入‧売却の勧誘を目的としたものではありません。当資料は法令に基づく
開⽰資料ではありません。当資料中に記載したアムンディ‧アセットマネジメント、アムンディ‧インベストメント‧インス
ティテュートの⾒通し、予測、予想意⾒等（以下、⾒通し等）は、当資料作成⽇現在のものであり、今後予告なしに変更され
ることがあります。また、⾒通し等や過去の運⽤実績を含むいかなる内容も、将来の投資収益等を示唆または保証するもので
はありません。当資料は、信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性、完全性について保証す
るものではありません。当資料に記載されている内容は、全て当資料作成⽇以前のものであり、今後予告なしに変更される可
能性があります。当資料に含まれる情報から⽣じるいかなる責務（直接的、間接的を問わず）を負うものではありません。弊
社の許可なく、当資料を複製または再配布することはできません。当資料中に引⽤した各インデックス（指数）の著作権‧知
的財産権及びその他⼀切の権利は、各インデックスの算出元に帰属します。また各インデックスの算出元は、インデックスの
内容を変更する権利及び発表を停⽌する権利を有しています。

商号等：アムンディ‧ジャパン株式会社（⾦融商品取引業者） 関東財務局⻑（⾦商）第350号
加入協会：一般社団法人 資産運用業協会、日本証券業協会、一般社団法人 第⼆種⾦融商品取引業協会

前月比の変化
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出所：直近のグローバル投資委員会（GIC）で⽰された⾒解とその後の議論をまとめたもの（2026年7月16日現在）。本表は各資産クラスの絶対的
な評価を9段階で示したものであり、イコール（=）は中⽴スタンスを表します。本資料は特定の⼀時点における市場の評価を表したものであり、
将来の出来事の予想または将来の成果の保証を意図したものではありません。本情報は特定のファンドまたは証券に関する調査または投資助言と
して読者が依拠すべきものではありません。本情報は例⽰および教育のみを⽬的としたものであり、変更される可能性があります。本情報は、過
去、現在、または未来におけるアムンディの実際の資産配分またはポートフォリオを表すものではありません。為替の表はGICによる為替の絶対的
⾒解を⽰したものです。*複数の新興国通貨を総合した評価。

為替

米ドル

ユーロ

英ポンド

日本円

新興国通貨*
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